
参考資料６ 

 

○食品衛生法 （昭和２２年法律第２３３号） 

 
第三条 食品等事業者（食品若しくは添加物を採取し、製造し、輸入し、加工し、調理し、貯蔵し、

運搬し、若しくは販売すること若しくは器具若しくは容器包装を製造し、輸入し、若しくは
販売することを営む人若しくは法人又は学校、病院その他の施設において継続的に不特定若
しくは多数の者に食品を供与する人若しくは法人をいう。以下同じ。）は、その採取し、製造
し、輸入し、加工し、調理し、貯蔵し、運搬し、販売し、不特定若しくは多数の者に授与し、
又は営業上使用する食品、添加物、器具又は容器包装（以下「販売食品等」という。）につい
て、自らの責任においてそれらの安全性を確保するため、販売食品等の安全性の確保に係る
知識及び技術の習得、販売食品等の原材料の安全性の確保、販売食品等の自主検査の実施そ
の他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

２ 食品等事業者は、販売食品等に起因する食品衛生上の危害の発生の防止に必要な限度におい
て、当該食品等事業者に対して販売食品等又はその原材料の販売を行つた者の名称その他必
要な情報に関する記録を作成し、これを保存するよう努めなければならない。  

３ 食品等事業者は、販売食品等に起因する食品衛生上の危害の発生を防止するため、前項に規
定する記録の国、都道府県等への提供、食品衛生上の危害の原因となつた販売食品等の廃棄
その他の必要な措置を適確かつ迅速に講ずるよう努めなければならない。 

 
第四条 この法律で食品とは、全ての飲食物をいう。ただし、医薬品、医療機器等の品質、有効性

及び安全性の確保等に関する法律 （昭和三十五年法律第百四十五号）に規定する医薬品、医
薬部外品及び再生医療等製品は、これを含まない。 

２～９ （略） 
 
第六条 次に掲げる食品又は添加物は、これを販売し（不特定又は多数の者に授与する販売以外の

場合を含む。以下同じ。）、又は販売の用に供するために、採取し、製造し、輸入し、加工し、
使用し、調理し、貯蔵し、若しくは陳列してはならない。  
一  腐敗し、若しくは変敗したもの又は未熟であるもの。ただし、一般に人の健康を損なう
おそれがなく飲食に適すると認められているものは、この限りでない。  

二  有毒な、若しくは有害な物質が含まれ、若しくは付着し、又はこれらの疑いがあるもの。
ただし、人の健康を損なうおそれがない場合として厚生労働大臣が定める場合においては、
この限りでない。  

三  病原微生物により汚染され、又はその疑いがあり、人の健康を損なうおそれがあるもの。  
四  不潔、異物の混入又は添加その他の事由により、人の健康を損なうおそれがあるもの。  
 

第七条 厚生労働大臣は、一般に飲食に供されることがなかつた物であつて人の健康を損なうおそ
れがない旨の確証がないもの又はこれを含む物が新たに食品として販売され、又は販売され
ることとなつた場合において、食品衛生上の危害の発生を防止するため必要があると認める
ときは、薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて、それらの物を食品として販売することを禁
止することができる。  

２ 厚生労働大臣は、一般に食品として飲食に供されている物であつて当該物の通常の方法と著
しく異なる方法により飲食に供されているものについて、人の健康を損なうおそれがない旨
の確証がなく、食品衛生上の危害の発生を防止するため必要があると認めるときは、薬事・
食品衛生審議会の意見を聴いて、その物を食品として販売することを禁止することができる。  

３ 厚生労働大臣は、食品によるものと疑われる人の健康に係る重大な被害が生じた場合におい
て、当該被害の態様からみて当該食品に当該被害を生ずるおそれのある一般に飲食に供され
ることがなかつた物が含まれていることが疑われる場合において、食品衛生上の危害の発生
を防止するため必要があると認めるときは、薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて、その食
品を販売することを禁止することができる。  

４ 厚生労働大臣は、前三項の規定による販売の禁止をした場合において、厚生労働省令で定め
るところにより、当該禁止に関し利害関係を有する者の申請に基づき、又は必要に応じ、当
該禁止に係る物又は食品に起因する食品衛生上の危害が発生するおそれがないと認めるとき
は、薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて、当該禁止の全部又は一部を解除するものとする。  

５ 厚生労働大臣は、第一項から第三項までの規定による販売の禁止をしたとき、又は前項の規
定による禁止の全部若しくは一部の解除をしたときは、官報で告示するものとする。 



 
第二十八条 厚生労働大臣、内閣総理大臣又は都道府県知事等は、必要があると認めるときは、営

業者その他の関係者から必要な報告を求め、当該職員に営業の場所、事務所、倉庫その他の
場所に臨検し、販売の用に供し、若しくは営業上使用する食品、添加物、器具若しくは容器
包装、営業の施設、帳簿書類その他の物件を検査させ、又は試験の用に供するのに必要な限
度において、販売の用に供し、若しくは営業上使用する食品、添加物、器具若しくは容器包
装を無償で収去させることができる。  

２～４ （略）  
 
第五十条 厚生労働大臣は、食品又は添加物の製造又は加工の過程において有毒な又は有害な物質

が当該食品又は添加物に混入することを防止するための措置に関し必要な基準を定めること
ができる。  

２ 都道府県は、営業（食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第二条第五号に規定す
る食鳥処理の事業を除く。）の施設の内外の清潔保持、ねずみ、昆虫等の駆除その他公衆衛生
上講ずべき措置に関し、条例で、必要な基準を定めることができる。  

３ 営業者（食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第六条第一項 に規定する食鳥処
理業者を除く。）は、前二項の基準が定められたときは、これを遵守しなければならない。 

 
第五十四条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、営業者が第六条、第九条、第十条、第十一条第二

項若しくは第三項、第十六条若しくは第十八条第二項の規定に違反した場合又は第八条第一
項若しくは第十七条第一項の規定による禁止に違反した場合においては、営業者若しくは当
該職員にその食品、添加物、器具若しくは容器包装を廃棄させ、又はその他営業者に対し食
品衛生上の危害を除去するために必要な処置をとることを命ずることができる。  

２ （略） 
 
第五十五条 都道府県知事は、営業者が第六条、第九条、第十条、第十一条第二項若しくは第三項、

第十六条、第十八条第二項、第十九条第二項、第二十条、第二十五条第一項、第二十六条第
四項、第四十八条第一項若しくは第五十条第三項の規定に違反した場合、第七条第一項から
第三項まで、第八条第一項若しくは第十七条第一項の規定による禁止に違反した場合、第五
十二条第二項第一号若しくは第三号に該当するに至つた場合又は同条第三項の規定による条
件に違反した場合においては、同条第一項の許可を取り消し、又は営業の全部若しくは一部
を禁止し、若しくは期間を定めて停止することができる。  

２ （略） 
 
第七十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、これを三年以下の懲役又は三百万円以下の罰金

に処する。  
一  第六条（第六十二条第一項及び第二項において準用する場合を含む。）、第九条第一項又は
第十条（第六十二条第一項において準用する場合を含む。）の規定に違反した者  

二 第七条第一項から第三項までの規定による禁止に違反した者  
三 第五十四条第一項（第六十二条第一項及び第三項において準用する場合を含む。）の規定
による厚生労働大臣若しくは都道府県知事（第六十六条の規定により読み替えられる場合は、
市長又は区長。以下この号において同じ。）の命令若しくは第五十四条第二項（第六十二条
第一項及び第三項において準用する場合を含む。）の規定による内閣総理大臣若しくは都道
府県知事の命令に従わない営業者（第六十二条第三項に規定する食品を供与する者を含む。）
又は第五十五条（第六十二条第一項及び第三項において準用する場合を含む。）の規定によ
る処分に違反して営業を行つた者  

２ 前項の罪を犯した者には、情状により懲役及び罰金を併科することができる。 
 
 


